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 Ⅳ 第３期事業の効果  －緑の質的向上－ 

 

緑の質について 

 「ゆたかさ」のとらえ方は量より質へ、体験や活動、心の豊かさを重視する傾向が高まっ

ていることから、県民のみなさんの生活の質（ゆたかな暮らし）の向上が求められています。 

 ゆたかな暮らしの実感は、花と緑にふれあう機会の増大にともなう環境学習やコミュニテ

ィ形成、心理的な効果によりいっそう発揮されます。 

（ひょうご花緑創造プラン、県民まちなみ緑化事業第２期評価・検証報告書） 

 

 １ 事業効果の評価・検証 

 

   1-1 評価・検証に係る調査 

  事業の評価・検証にあたり、次の調査を実施した。 

(1) 測定調査 

    ・サーモグラフィ調査 

    ・暑さ指数（ＷＢＧＴ）※１調査 

    ・緑視率調査 

      ※１暑さ指数（湿球黒球温度：WBGT（Wet Bulb Globe Temperature）） 

熱中症を予防することを目的として 1954 年にアメリカで提案された指標。単位は

気温と同じ摂氏度（℃）で示されるが、その値は気温とは異なる。人体と外気との

熱のやりとり（熱収支）に着目した指標で、人体の熱収支に与える影響の大きい①

湿度、②日射・輻射など周辺の熱環境、③気温の３つを取り入れた指標である。 

(2) 聞き取り調査 

・事業実施した住民団体等へのヒアリング調査、アンケート調査 

・県民を対象とした県民モニター調査※２（アンケート調査） など 
※２県民モニター調査 

身近な県政課題等について事前登録している県民（県民モニター）に対し、インタ

ーネットにより行うアンケート調査 

(3) 事業実施箇所の生育状況調査 

事業実施箇所を現地確認し、生育状況等について調査を行った。 

     なお、生育状況調査は、事業実施後５ヶ年度を経過するまでの間、毎年実施

している。 

   1-2 花緑検討小委員会による検討 

まちづくり審議会の部会として、都市緑地、地域計画、住民参画等の専門家及び

公募委員の計７名からなる花緑検討小委員会を設置し、専門的な観点から評価・検

証に係る手法や内容について検討を行った。  
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 ２ 事業効果① －緑が本来持つ公益的な効果－ 

 

   緑が本来持つ公益的な効果とは、緑が存在することにより当然に発現される効果

のことを言い、この効果を環境、景観、防災効果に大別し、サーモグラフィ調査、

暑さ指数（ＷＢＧＴ）調査、緑視率調査、事業実施した住民団体等へのヒアリング

調査などにより、効果の検証を行った。 

 

表 緑が本来持つ公益的な効果の分類 

効 果 の 分 類 

2-1 環境効果 

(1) ヒートアイランド現象緩和効果 

  ① ヒートアイランド現象の緩和 

  ② 地表面温度の低下 

  ③ 緑陰形成による体感温度低減 

  ④ 屋上緑化による消費電力削減 

(2) 二酸化炭素低減効果 

(3) その他の環境効果 

  ① 防塵 

  ② 大気浄化 

  ③ 騒音防止 

2-2 景観効果 (1) 景観向上効果 

2-3 防災効果 

(1) 都市型水害発生リスク低減効果 

(2) 樹木による延焼防止効果 

(3) 避難経路の確保 
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  2-1 環境効果   

  

○ 第３期事業では緑地面積を 64.0ha 増加させ、ヒートアイランド現象緩和に寄与 

○ サーモグラフィ調査、暑さ指数調査の結果、緑化により地表面温度が低下し、暑

さが和らいだことを確認 

  地表面温度：一般緑化、校園庭の芝生化、駐車場の芝生化:約 13℃低下 

        ひろばの芝生化、屋上緑化:約 20℃低下 

○ 植樹した約 25 万本の樹木が、年間約 1,612 トンの二酸化炭素を吸収 

 （ガスタンク 62 基、公園約 151ha 分の吸収量に相当） 

 

(1) ヒートアイランド現象緩和効果 

   ① ヒートアイランド現象の緩和 

     近年、都市においてはヒートアイランド現象の進行が見られるなど熱環境が

著しく悪化している。 

     都市の熱環境の悪化は、熱中症の増加、熱帯夜の増加、熱雷の発生による局

所的な集中豪雨の増加、社会に大きな影響を及ぼしている。 

     緑化には、高温・強日射下において、気温、表面温度、輻射熱量を低下させ、

局所的にヒートアイランド現象を緩和する効果がある。 

     当事業では、第３期の５ヶ年（平成 28～令和２年度）で 64.0ha の緑化を行

った。 

     そして、これらの緑地が局所的にヒートアイランド現象を緩和し、周辺地域

の微気象に良好な影響を及ぼしていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ヒートアイランド現象の仕組み 

（出典：気象庁 HP  http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/himr_faq/02/qa.html） 
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参 考：神戸における気候変化 

１ 神戸における年平均気温の長期変動 

神戸地方気象台の観測による年ごとの平

均気温の経年変化は右のとおりである。 

年平均気温は長期的に有意な上昇傾向を

示しており、100 年あたり 1.29℃（統計期

間：1897～2012 年）の割合で上昇している。 

 

２ 神戸における真夏日、猛暑日長期変動 

神戸地方気象台の観測による真夏日（日最

高気温が 30℃以上の日）の年間日数の経年

変化（1931～2017 年）及び猛暑日（日最高

気温が 35℃以上の日）の経年変化は右のと

おりである。 

1998 年に観測場所の移転のため長期変化

傾向の評価はできないものの、RCP8.5 シナ

リオ（現時点を超える政策的な緩和策を行わ

ないことを想定）に基づく 21 世紀末(2075～

2095 年)と 20 世紀末(1980～1999 年)を比較

すると、真夏日は 60 日程度、猛暑日は 40 日

程度増加すると予測されている。 

 

 

 

 

＜出典；神戸地方気象台＞   
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   ② 地表面温度の低下 

     当事業で緑化した一般緑化、ひろば、校園庭、駐車場、建築物の屋上と緑化

していない箇所を比較し、表面温度がどの程度低下しているかをサーモグラフ

ィ調査により確認した。 

     この結果、観測日の天候や気温にもよるが、建物の壁面や屋根の表面温度に

比べ道路沿いの植栽は約 13℃、ひろばを芝生化することによって地表面温度が

約 20℃、校園庭やアスファルト駐車場の芝生化により地表面温度が約 13℃、

建築物の屋上を緑化することによって屋上表面温度が約 20℃低下しているこ

とが確認できた。 

 

一般緑化｜道路沿い植栽帯と工場の壁面・屋根の温度差：約１３℃ 

○実施箇所 工場の道路沿い ○所 在 地 尼崎市 

○測定日時 令和元年 10 月 10 日 10:30～ 

○測定結果 表面温度の差 約 13℃ 

 

・非緑化箇所（工場屋根） ：約 40℃ 

・緑化箇所（道路沿い植栽）：約 27℃ 

  

 

ひろばの芝生化｜芝生部分と遊歩道部の温度差：約２０℃ 

○実施箇所 高齢者施設内広場 ○所 在 地 神戸市北区 

○測定日時 令和元年９月９日 11:30～ 

○測定結果 表面温度の差 20℃ 

 

・非緑化箇所（遊歩道）：約 57℃ 

・緑化箇所（芝生広場）：約 37℃ 

  

27℃ 

40℃ 

57℃ 

37℃ 
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校園庭の芝生化｜芝生部分と遊具の屋根の温度差：約１３℃ 

○実施箇所 幼稚園園庭 ○所 在 地 神戸市北区 

○測定日時 令和元年９月９日 11:00～ 

○測定結果 表面温度の差 約 13℃ 

 

・非緑化箇所（遊具屋根）：約 50℃ 

・緑化箇所（芝生園庭） ：約 37℃ 

  

 

駐車場の芝生化｜芝生化と道路の温度差：約１２℃ 

○実施箇所 小学校駐車場 ○所 在 地 西宮市 

○測定日時 令和元年 10 月 10 日 13:00～ 

○測定結果 表面温度の差 約 12℃ 

 

・非緑化箇所（ｱｽﾌｧﾙﾄ部） ：約 42℃ 

・緑化箇所（芝生駐車場部）：約 30℃ 

  

 

屋上緑化｜芝生化と道路の温度差：約２０℃ 

○実施箇所 法人屋上 ○所 在 地 芦屋市 

○測定日時 令和元年８月 22 日 12:00～ 

○測定結果 表面温度の差 約 20℃ 

  

・非緑化箇所（駐車場） ：約 55℃ 

・緑化箇所（芝生化屋上）：約 35℃ 

  

55℃ 

35℃ 

37℃ 

50℃ 

３０℃ 

４2℃ 
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   ③ 緑陰形成による体感温度低減 

     暑さに大きく影響するのは「日射」で、日射があたる路面は熱を吸収し温度

が上昇する。熱を吸収しやすい黒いアスファルト表面温度は 60℃を超えるこ

ともあり、路面から放出される赤外線放射が強くなる。そのため夏の晴れた日

中の気温が 30℃でも日向の体感温度は 40℃程度にもなる場合がある一方で、

大きな樹木の木陰に入ると頭上からの日射と足元からの赤外線放射が大幅に

減り、日向に比べ体感温度が７℃程度低くなることが報告されている。※１。 

     そこで、当事業の実施箇所において、暑さ指数（WBGT）を測定し、緑陰（緑

化箇所）と非緑化箇所で感じる暑さの違いを調査した。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※１ 環境省 まちなかの暑さ対策ガイドライン改定版（平成 30年３月）pp.6 

     

調査｜認定こども園内の植栽（加古川市） 

１．測定状況 

  測定場所：西神吉認定こども園植栽（加古川市） 

  測定日時：令和元年９月９日 14:10～14:40 

  調査概要：緑化区（緑陰内）と対照区（非緑化 

箇所、アスファルト舗装）での暑さ 

の違いを調査するため、それぞれの 

箇所で暑さ指数を測定 

 

 

 

 

 

 

 

(緑化区：緑陰内) 

 

 

 

 

 

 

 

（対照区：非緑化箇所）           

日向と木陰の体感温度の違いのイメージ※１ 

気温は同じでも 

体感温度は木陰の方

が７℃程度低い 

体感温度 体感温度 

40℃ 33℃ 

（調査箇所） 
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２．測定結果 

暑さ指数は緑化区（緑陰内）

では約30～31℃、対象区（非緑

化箇所）では約32～33℃であ

り、緑陰内の方が平均２℃低い

結果となった。 

緑陰があることで非緑化箇

所よりも暑さ指数が低減し、熱

中症の危険とされる31℃以内

であることが確認できた。 
 

※暑さ指数（WBGT）が28℃（厳重警戒）を超えると熱中症患者が著しく増加し、31℃（危

険）を超えると高齢者は安静状態でも熱中症発生の危険性が高くなるとされている。   

     当事業では、第３期の５ヶ年（平成 28～令和２年度）で約 20,000 本の高木

を植栽し、緑陰面積が約 20.0ha 増加したと推計される。 

     そして、これらの緑陰が局所的に熱中症の危険性の低下、体感温度の低減や

快適性の向上に寄与していると考えられる。 

 

   ④ 屋上緑化による消費電力削減 

     屋上緑化を行うことにより、夏季の屋上直下階の温度が下がり、エアコンの

消費電力が削減し人工排熱が減少するため、ヒートアイランド現象の緩和に一

定の効果がある。 

     実物大建物実験の解析例では、屋上緑化により直下階で消費電力が３割程度

削減されたという報告※がなされている。（ただし、建築物の断熱仕様や開口部

の状況等により、緑化した屋上の直下階の温度低下や消費電力削減量には大き

な差がある。） 

    ※ 山田宏之・田中明則・奥田芳雄・一柳隆治（2008）「高保水性外装資材による省エネル

ギー効果の実物大建物実験と解析」『土木学会環境システム研究論文集』vol.36,p.419

～425.   
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(2) 二酸化炭素低減効果 

    近年、地球温暖化防止のため、二酸化炭素の

低減が必要とされている。 

樹木は大気中の二酸化炭素を吸収し、光合成

を行うため、植樹を行うことは二酸化炭素低減

に寄与し、地球温暖化防止の一助となり得る。 

    国土交通省の調査等※では二酸化炭素吸収量

は、高木１本あたり 33.4kg-CO２/年、低木１本あたり 4.0kg-CO２/年とされている。 

    これをもとに、第３期事業で植樹した約 25 万本（高木 20,242 本、低木 233,894

本）の年間二酸化炭素吸収量を推計した結果、年間約 1,612 トンの二酸化炭素を

吸収していることが判明した。 

   ※ 国土交通省都市・地域整備局公園緑地・景観課（2009）；国土交通省資料「都市緑化（植生

回復）による温室効果ガス吸収量の算定方法について」16 

     島根県；環境学習プログラム『まち・むらの緑を調べよう～葉っぱ博士になろう～』pp.8  

 

    ・第３期事業で植樹した樹木約 25 万本の二酸化炭素吸収量（年間） 

○ 高 木： 20,242本 × 33.4（kg-CO２/本・年）＝ 676,083（kg-CO２/年） 

○ 低 木：233,894本 ×  4.0（kg-CO２/本・年）＝ 935,576（kg-CO２/年） 

  合 計（高木＋低木）                  1,611,659（kg-CO２/年） 

                       ＝ 1,612（トン-CO２/年） 

 

    ・第３期事業による二酸化炭素吸収量（年間）の換算 

           ガスタンクに換算 

 

 

 

 

            ６２基分に相当 
 

           公園面積に換算 

 

 

 

 

           １５１ha 分に相当             

① のCO２吸収量を体積に換算  

1,611,659kg-CO２/年×24/44(体積重量

比)＝879,087m３/年(20℃１気圧) 

ガスタンク(直径30m、14,130m３)に換算 

879,087m３/年÷14,130m３/基≒62基/年 

換算

公園１haあたりの年間CO２吸収量を推計 

高木200本/ha×33.4kg-CO２/本・年 

＋低木1,000本/ha×4kg-CO２/本・年 

＝10,680kg-CO２/年･ha 

(公園の平均樹木本数を高木200本/ha、低木

1,000本/haと設定(東京都公園協会HP参考)) 

公園面積に換算 

1,611,659kg-CO２/年÷10,680kg-CO２/

年･ha≒151ha 

第３期事業

に お け る 

二酸化炭素 

吸 収 量 

1,611,659 

（kg-CO２/年） 

換算

（林野庁ホームページより）
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(3) その他の環境効果 

   ① 防塵 

     芝生化には、地表面からの土埃や砂埃の飛散を防止する防塵効果がある。 

     校園庭の芝生化の実施者に対するアンケート調査においても、高い割合で防

塵効果を実感していることが確認できた。 

     
   図 校園庭の芝生化による効果（アンケート調査） 

 

   ② 大気浄化 

     植物による大気浄化効果として、大気汚染物質そのものを除去する「沈降、

吸着、吸収」の効果と物質濃度を低下させる「拡散、希釈」の効果がある。 

     近年、微小粒子状物質（PM2.5）

や黄砂の影響などによる浮遊粒

子状物質（SPM）が環境基準を超

過するケースがあることから、植

物による大気浄化の効果が期待

されている。 

 

 

   ③ 騒音防止 

     植物による騒音防止効果として、物理的に音を「緩衝、遮音」する効果と人

間の心理に働きかける「音響改善、視覚心理」効果がある。 

     緩衝効果は、距離による音の自然衰退により騒音を緑地内に留めるものであ

り、遮音効果は、植物に反射・吸音させて騒音を防止するものである。 

     また、音響改善効果は、緑地

からの自然の音などを加えるこ

とで快適性を高めるものであり、

視覚心理効果は、緑による安ら

ぎ感により騒音の不快感を減じ

るものである。 

  

21%

32%

33%

62%

78%

0% 20% 40% 60% 80%

水溜りの発生が軽減された

夏季の気温上昇が軽減された

鳥や昆虫などの生き物が増えた

砂埃が軽減された

緑が増え景観が良くなった

樹木により大気が浄化される仕組み 
(社)道路緑化保全協会：緑の情報シートより 

騒音を和らげる緑のはたらき 
(社)道路緑化保全協会：緑の情報シートより 
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  2-2 景観効果   

 

○ 景観向上に寄与する事例が数多く創出され、街なかの緑視率が向上 

○ 街なかの緑に対し景観を美しくする機能を重要と思う割合：55％ 

○ 事業実施箇所の景観向上を実感している割合：49％ 

(1) 景観向上効果 

   ① 緑視率調査 

     視覚的な情報は、その場所の印象を決定付ける要素として大きな意味をもた

らす。足元の緑から頭上の高木まで平面的、立体的に緑を配置し、視線の中に

多くの緑が入ることで、その場所の印象、まちの緑の印象が高まる。国土交通

省調査※では、景観向上を示す指標である緑視率（景色の中に緑が見える割合）

がおよそ 25％を越えると緑が多いと感じ始めるとされている。 

     そこで、当事業の実施箇所において、緑化前と緑化後を比較し、緑視率の増

加が景観へ与える影響などについて調査した。 

   ※ 国土交通省都市･地域整備局公園緑地課緑地環境推進室(2005);「都市の緑量と心理的効果の相関関

係の社会実験調査について～真夏日の不快感を緩和する都市の緑の景観･心理効果について～」） 

緑視率調査Ⅰ｜高齢者施設植栽（神戸市北区） 

１．地点選定：建物より事業実施箇所である外部への出入口付近であり、駐車場か

らの動線上に位置し、事業実施箇所を認識しやすい地点 
２．植栽内容：ひろばの芝生化及びひろば周囲に樹木を植栽 

    

      
３．効 果 

 ○ 事業実施により緑視率が 28.3％上昇し 43.2％となり、緑が多いと感じ始める

緑視率 25％を超え、当事業が景観向上に寄与していることがうかがえた。 
 ○ 植栽、芝生化により背景の山と一体となった景観が創出され、満足度の高い

緑化が行われていることが推察される。 

 

事業後｜現況 

緑視率 14.9% 緑視率 43.2% 
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緑視率調査Ⅱ｜地域の在来種を植栽した公園の緑化（川西市） 

１．地点選定：公園利用者が往来する園路の動線上かつ分岐点であるとともに、公

園の出入口付近であるため、事業実施箇所を認識しやすい地点 
２．植栽内容：園路内に地域の里山から移植した台場クヌギや地域の在来種を植栽 

  
 

     
３．効 果 

○ 事業実施により緑視率が 25.4％上昇し 44.1％となり、当事業が景観向上に寄

与していることがうかがえた。 

 ○ 樹木の成長に伴い、今後さらに緑視率が増加し、背景の山と一体となったボ

リューム感のある質の高い緑地となることが期待される。 
   

参 考：都市の緑量と心理的効果の相関関係の社会実験調査について 

～真夏日の不快感を緩和する都市の緑の景観・心理効果について～ 

○ 東京都心の再開発地区で行った、都市の緑量と心理的効果の相関関係を解析する社会

実験調査結果（調査日：平成 16 年７月） 

○ 緑視率が高まるにつれ、「安らぎ感」「さわやかさ」「潤い感」などの心理的効果が向上

する傾向が見られる。 

 

 

 
         
（出典：国土交通省都市･地域整備局公園緑地課緑地環境推進室(2005);「都市の緑量と心理的効果

の相関関係の社会実験調査について～真夏日の不快感を緩和する都市の緑の景観･心理効

果について～」） 

 

事業後｜現況 

緑視率 18.7% 緑視率 44.1% 
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   ② 景観向上に寄与した事例（事業メニュー別） 

一般緑化：道路沿いに植栽した事例（尼崎市） 

    
 

校園庭の芝生化の植栽事例（加古川市） 

         
 

駐車場の芝生化の植栽事例（西宮市） 

         
 

屋上緑化の植栽事例（神戸市） 

           

before 
緑視率 3.8% 

before 
緑視率 0.3% 

before 
緑視率 11.6% 

before 
緑視率 0.6% 

after 
緑視率 63.1% 

after 
緑視率 29.8% 

after 
緑視率 46.1% 

after 
緑視率 38.3% 
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   ③ 景観向上に関するアンケート調査 

     県民を対象としたアンケート調査（令和元年度第１回県民モニター調査）で

は、街なかの緑が持つ機能で特に重要と思うものは何かとの質問に対し、約半

数が「景観を美しくする」と回答した。このことから、県民が緑化に対し、景

観向上の効果を期待していることが見てとれる。 

 
          図 街なかの緑が持つ重要と思う機能（R1 年度第１回県民モニター調査） 

 

     また、当事業による緑化箇所の利用者、管理者、所有者等へのアンケート調

査によると、一定の実施者が実施箇所の地域景観向上を実感していることが明

らかになった。 

   
   図 実施箇所の景観向上を実感する割合（アンケート調査） 

 

  

55.2%
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事業全体
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  2-3 防災効果   

 

○ 地表面をアスファルト等から芝生に変えることで浸透面約 62ha を創出し、都

市の水害発生リスク低減に寄与 

○ 樹木の延焼防止効果により、火災時に安全に避難できる幅が約 3.5ｍ、延べ約

4.1km 増加 

 

(1) 都市型水害発生リスク低減効果 

    近年、開発や都市化の進行による緑地の減少、気象変

化などを背景に局地的大雨が多発し、従来よりも雨水の

流出が増え、浸水による被害が拡大している。 

    そこで、これまでの治水対策だけではなく、雨水を一

時的に貯留・地下に浸透させる対策が重要となってきて

いる※１。 

    雨水は地表面より土壌中に浸透し、一般的に柔らかくて 

水が浸透する空隙のある土壌は浸透する能力（浸透能）が高い傾向にある。 

    当事業では、アスファルトや裸地を植栽や芝生に変えているので、地表に浸透

面が増加する。当事業による緑化は浸透機能の向上を目的としたものではないが、

局所的ではあるがまちなかの様々な場所で緑化されている。これに伴い地域の浸

透面積の増加により浸透機能が向上し、水害発生リスク低減に貢献している。 

※１ 兵庫県県土整備部土木局総合治水課 HP 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks13/sougouchisui-jyorei.html 
※２ 兵庫県県土整備部土木局総合治水課；『みんなでとりくもう！「総合治水」水害から命

と暮らしをまもるため』 

   ・浸透面増加面積（平成 28～令和２年度） 

 ・芝生化（校園庭、ひろば、駐車場等）303,588 ㎡ 

 ・植 樹（屋上緑化除く）      316,826 ㎡        

    合  計           620,414 ㎡ ＝ 62ha 

   ・浸透増加容量（平成28～令和２年度） 

・裸地を芝地、植栽地にしたことによる浸透能力の向上(１㎡、１時間あたり) 

  0.05m３/㎡･h－0.002m３/㎡･h＝0.048m３/㎡･h 

(浸透能力を裸地0.002m３/㎡･h、芝地・植栽地0.05m３/

㎡･hとして算出(東京都総合治水対策協議会(2009)

「東京都雨水貯留・浸透施設技術指針」) 

・増加した浸透容量を算出(１時間あたり) 

  620,414㎡×0.048m３/㎡･h＝29,780m３/h 

・25mプール(1.2m×25.0m×12.0m＝360m３)に換算

すると、１時間あたり83杯分の浸透容量の増加(29,780m３/h÷360m３=83杯/h) 

大雨で道路が浸水している様子 
（神戸市）※２ 
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屋上緑化による雨水排出遅延効果※ 

    一方、屋上緑化には、雨水貯留効果と雨水排水の遅延効果という２つの効果が

ある。 

    一般的に屋上緑化で用いられる人工土壌は、地植えに用いる土壌に比べ、有効

水分量が高いため、雨水貯留効果があると言える。 

    また、雨水排水の遅延効果について、厚さ

６cm の土壌を用いた屋上緑化では、全体の降

雨量の１／２を排出するのに要する時間が、

緑化していない場所に比べ、人工土壌のみの

場所で約３分、人工土壌に芝を張った場所で

約６分遅いという実験結果がある※。 

 

 
※ 出典：財団法人都市緑化技術開発機構、特殊緑化共同研究会編（2003）『知っておきたい

屋上緑化のＱ＆Ａ』,p.24-25.（鹿島出版会） 

 

参 考：近年の集中豪雨の増加（全国） 

 
（出典：気象庁 HP  http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extrem/extrem_p.html） 
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(2) 樹木による延焼防止効果 

    建築物に近接して行われる植樹には、火災時に建

物から出る火炎輻射熱を遮断する効果がある。 

    阪神・淡路大震災後の調査※１でも、公園内や宅地

内の樹木群が隣家への延焼を食い止めた事例や生け

垣が輻射熱の遮断や低減に役立ったと見られる事例

が報告されている。 

    そこで、当事業で行った植樹により、火災時に人

が安全に避難することができる距離（以下「安全距

離」という。）がどれだけ増加しているかを推計したところ、樹木の成長により、

10 年後には安全距離が概ね 3.5ｍ増加することが確認できている※２ 

    また、第３期事業では、建築物に近接する箇所での植栽（一般緑化）が 454 件

実施されており、これらの樹木（高木：約 16,200 本）が成長することで、10 年

後には、幅約 3.5ｍの安全な区域が延べ約 4.1km 分増加することが推計できた。 

 
※１ 社団法人日本造園学会阪神大震災調査特別委員会（1995）『公園緑地等に関する阪神大

震災緊急調査報告書』,p.125-155. 
※２ 兵庫県（2011）『都市緑化推進検討調査報告書』,p.77-81. 

  
   ＜安全距離の算出方法＞ 

① 増加した火災から安全な区域（安全距離の変化）の平均値 

  10 年後：3.549ｍ≒3.5ｍ 

  （兵庫県立淡路景観園芸学校（兵庫県立大学

大学院緑環境景観マネジメント研究科）ラ

ンドスケープエンジニアリング研究室） 

 

② 安全な区域（幅約 3.5ｍ）が増加した 

箇所の緑化幅 

  緑化幅（近接建物幅）の平均値：約９ｍ 

  建築物に近接する箇所での植栽件数（一般緑化のうち道路・河川沿いへの

植栽を除いた件数）：454 件（平成 28～令和２年度） 

   9ｍ×454 件＝4,086ｍ≒4.1ｋｍ 

 

発災時の延焼防止帯として機能 
阪神・淡路大震災時の大国公園 

（神戸市長田区） 
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樹木が倒壊した家屋を支えた例 
(出典：防災技術公園ハンドブック 
 (財)都市緑化技術開発機構 
 公園緑地防災技術共同研究会編) 

密集市街地内の空き地での芝生化（神戸市） 

神戸市では、防災性や住環境に課題を抱える密集市街地において火災等による延焼を防止す

るスペース確保を目的に、平常時は地域のコミュニティの場、災害時には一時避難場所、消防

活動用地となる「まちなか防災空地」の整備を進めている。空き地を活用したり、古い空き家

を解体して整備するもので、神戸市、土地所有者、地域まちづくり協議会が協定を締結し、所

有者から市に貸与された土地を地域まちづくり協議会が整備、維持管理するものである。 
整備事例のひとつに県民まちなみ緑化事業を活用し芝生化した事案があり、ゴミが散乱して

いた空き地が美化され防災空地として機能を発揮している。 
また、住民の防災意識向上のみならず芝生化にともない地域内の美化への機運が高まり、そ

こに至る道路にはみ出していた物が撤去されるなど地域環境の改善にも寄与した。 

芝生化前の状況 

 

芝生化後の状況 
 

 

(3) 避難経路の確保 

    近年日本付近では人的被害を伴う地震が各地で度々発生している。気象庁の資

料※１によると平成 28 年以降、人的被害を伴った地震は 20 回発生しており、平成

28 年に発生した熊本地震、平成 30 年に発生した大阪府北部地震、北海道胆振東

部地震では負傷者のみならず多数の死者が発生している。 

地震により道路沿いに設置された違法ブロック塀が倒壊する事例があったが、

大阪府北部地震では違法ブロック塀の倒壊により通行人が下敷きになったこと

や、このような直接の被害のみならず道路が塞がれ避難や緊急車両の通行の妨げ

となることが懸念されている。 

  こうしたことから違法ブロック塀の撤去とあわせ、生垣への転換を促す支援策

が用意され、防災性の向上に向けた取組が行われる

ようになってきている。 

また、阪神・淡路大震災後の調査では、街路樹が

家屋の倒壊を支え道路上への家屋の倒壊を防いだ

事例やブロック塀が前面にある樹木にもたれかか

るようにして止まった事例等が報告されている。 

建築物周囲の緑地や庭が、エアコンの屋外機器、看

板、壁面のタイルや窓ガラスなどの落下物を受け

止め、道路などへの飛散防止機能を果たした事例

※２ 
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も報告されている※３。 

   ※1 気象庁 HP 日本付近で発生した主な被害地震（平成８年以降） 

https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/higai/higai1996-new.html 

※２ 日本造園学会阪神大震災調査特別委員会（1995）『公園緑地等に関する阪神大震災緊急調

査報告書』,pp.117-124. 
※３ 日本造園学会阪神大震災調査特別委員会（1995）「阪神大震災調査特別委員会緊急報告」 

『ランドスケープ研究』58(3),pp.250～262.  


